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国家公務員法等の一部を改正する法律案に関し

民主党国会議員が関係閣僚に対し質疑を行う-11/27
　11月27日、９時からの衆議院内閣委員会で民主党をはじめとする野党各党が、関係閣僚・政府参考人に対し、国家公務員法等の一部を改正する法律案についての質疑を行った。民主党からは、会派を代表して近藤洋介、階猛、奥野総一郎衆議院議員が質問し、これに対して、菅官房長官、稲田大臣をはじめとする関係閣僚が答弁した。

　まず始めに、近藤洋介衆議院議員が以下のように質問した。

(1) 公務員事務局の設置期限内に、基本法の定める公務員制度改革が実施できなかった最大の要因をどのように考えるか。

(2) 公務員制度は、国民の命と安全を守る基盤とも言える。時の政権政党の思惑だけでその内容を決めるべきものではない。かつて自民党は議会で多数を占める中、野党との熟議で基本法を練り上げた背景がある。野党各党の提案を受け止めることが重要ではないか。

(3) 人事院のあり方に関する政府提出法案は、級別定数について「人事院の意見を十分に尊重する」など、人事院の機能を内閣人事局に移管するとした甘利法案から後退している。人事院の権限移管が後退した理由は何か。

(4) 基本法において、公務員の労働基本権、自律的労使関係の措置を行うと定めた以上、措置すべきことを措置するのが政府の責務ではないか。

(5) 内閣人事局は、全体で、また指定職以上で何人程度の規模となるか。

(6) 内閣人事局長は、内閣官房副長官の中から選ばれる。政治主導の観点から、基本的には政治家が就くべきと考えるが、事務、政務どちらの副長官をあてるか。

(7) 基本法において、定年年齢を段階的に65歳に引き上げることが定められている。今後の取り組みについて問う。

これに対し、関係閣僚は以下のように答弁した。

(1) 最大の要因を「これ」と決めるのは難しい。公務員制度改革は、縦割り行政を打破するための重大な改革だと考えており、早急に法案を成立させ、政府一丸となった人材戦略を進めていきたい。（稲田大臣）

(2) ご指摘の通り、公務員制度は与野党の関係無く、統治機構共通のインフラである。基本法が与野党合意のもと成立したのは画期的であったし、今回の政府提出法案に野党の理解をいただきたい。（稲田大臣）

(3) 政府提出法案の基本は、基本法にあると考えている。その後、甘利法案、民主党の国家公務員制度改革関連法案が提出され、いずれも廃案になった。私が大臣に就任し、こうした過去の経過を検証し、各方面からの指摘などを踏まえ、今回の提出に至った。基本法12条に定められた自律的労使関係制度の措置について、国民の理解が得られる段階に無いと判断し、措置を見送ることとした。よって、公務員の公正な任用の確保に関する代償機能を残す必要がある。級別定数の決定権は内閣人事局にある一方、これは勤務条件と密接に関連することから、人事院の意見を十分尊重することとした。（稲田大臣）

(4) 政府は基本法12条に関する責務を有しており、引き続き慎重に検討する必要があると考える。内閣人事局が設置されれば、人事局の所掌となる。（稲田大臣）

(5) 定員規模は、今後の予算編成過程の中で調整していくこととなり、現段階で具体的な人数は決まっていない。組織の肥大化につながらず、かつ内閣人事局の機能が適切に作用するよう検討をしていく。（稲田大臣）

(6) 総理の指名する副長官だ。政務、事務問わず考えている。（菅官房長官）

(7) 2016年度から年金支給開始年齢が62歳に引き上げられることから、民間企業の動向を見ながら、定年延長に向けた法改正も含め、検討することとしている。（稲田大臣）

　次に、階猛衆議院議員が以下のように質問した。

(1) 級別定数に関わる人事院の意見を十分尊重する、適格性審査・幹部候補者名簿の作成に関する人事院の意見を聞くなど、内閣人事局を設置する一方、実質的な各種権限は人事院にあるのではないか。

(2) 公募による有為な人材の任用については、内閣総理大臣の主導で進めるべき。また、官民交流を拡大するということだが、どういうところに拡大していくのか。既存の「現役出向」は、独法など公共に近い仕事に対して行うもので、高齢の職員も対象となるもの。また、「官民交流」は、若い職員を対象に民間企業で経験・知識を積み重ねるもの。今回ＮＰＯ法人も交流先に検討されているが、こうした法人には十分な手当が無く、十分な交流が進まないのではないか。

(3) 特例減額の期限を３月に迎える一方、４月から消費税増税が行われる。総人件費の管理についても内閣人事局の所管となるが、国家公務員給与、定員それぞれについて、安倍政権はどのような方針か。

　これに対し、関係閣僚は以下のように答弁した。

(1) 最終的な判断は内閣人事局にある。勤務条件に密接に関連する事項について、人事院の意見を尊重するものである。（稲田大臣）

(2) 官民交流の更なる活用で、民間で積んだ経験を公務に戻って活かしてもらうために、交流対象法人を拡大するもの。社団法人、財団法人、ＮＰＯ法人の中から、具体的に対象法人は人事院が検討することとなる。交流については、本人の同意が必要で、意に反する交流は無いと考える。（稲田大臣）

(3) 消費税の税率変更を迎える中、公務員給与をどのように取り扱うか、閣内で様々な議論があった。人事院報告において官民較差がほとんど無いという状況の中で特例減額を行っているということ、また、地域経済への影響等を考慮しながら、人事院の作業を尊重することとした。一方で地場賃金の反映、高齢層の給与水準の見直し、退職金の削減など、全体的な給与改革を進めていく。定員については、2011年度以降、採用の上限数を定め厳しく抑制してきた結果、年齢構成の歪み、刑務官の週休２日が維持できない、税関の検査率が低下するなどの影響が出てきた。よって2014年度については、採用上限数の設定はやめ、各府省で必要な抑制をすることとした。（新藤大臣）

　最後に、奥野総一郎衆議院議員が以下のように質問にした。

(1) 国家公務員は採用時は国益を考えていても、徐々に省益を考えるようになってしまう。省益優先の縦割り行政を打破していくためにも、研修は重要だ。内容、対象について問う。

(2) 研修の内容に「所掌事務に係る専門性の向上を目的とした研修」が含まれている。所属する省の専門性を身につけると規定することは縦割り行政の助長になるのではないか。

(3) 基本法12条に基づく自律的労使関係制度について、政府の検討状況を問う。

(4) 地方公務員の労働基本権に関する検討はどのように行われるか。

　これに対し、関係閣僚は以下のように答弁した。

(1) 内閣総理大臣が定める統一的基準に基づき、各大臣が採用試験の種別にとらわれず、全ての職員を対象に幹部候補育成課程の対象者の選定を行う。（稲田大臣）

(2) その省の専門的なプロとしての能力を身につけ、その上で人事に横串を入れていくことが重要であると考える。（稲田大臣）

(3) これまで提出されてきた公務員制度改革関連法案が廃案となった経過や、意見交換会における様々な意見を踏まえ検討をしてきた。国家公務員の自律的労使関係については、国民の利益も考慮した枠組みが必要であるなどの意見が出された。政府としては、国民の理解が得られる段階でなく、引き続き慎重に検討する必要があると判断した。（稲田大臣）

(4) 国家公務員に合わせ、整合性を持って、動向を踏まえながら検討していく。（新藤大臣）

　なお、次回の内閣委員会は、11月28日（木）13時30分から行われることが確認されている。参考人として４人の有識者による意見陳述が行われ、各会派を代表して１人ずつ、参考人に対する質疑を行うことが予定されている。
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